和光市文書管理システム賃貸借プロポーザル実施要領

１　趣　旨

　　和光市文書管理システム賃貸借事業の実施に向けて、提案事業者の知識、技能、経験等を見極め、本事業に最も適した業者を選考するに当たり、プロポーザルを実施するために必要な事項を定めるものとする。

２　事業内容

　⑴　事 業 名  和光市文書管理システム賃貸借事業

　⑵　概    要 ①　システムを稼働させる環境の構築・各種設定

 　　　　　　　②　各種マスタの登録等、システム実装支援

 ③　印刷用起案・供覧様式の修正

 　　　　　　　④　動作確認

 ⑤　操作等、システム利用職員への操作・運用指導

 　　　　　　　⑥　操作マニュアル等の整備、システム本体のインストール

　⑶　内　　容　システム等の詳細については、別添「和光市文書管理システム賃貸借事業要求仕様書兼確認書」に定めるとおりとする。

３　契約期間等

1 契約期間
賃貸借契約期間は、令和７年１２月１日から令和１２年１１月３０日までとする。
※契約日は令和７年４月１日とし、令和７年１１月３０日まで環境構築期間とする。
2 履行場所　和光市役所３階総務部総務課内
3 履行条例　和光市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例
４　提案上限額
　　４８,９４２,０００円（消費税額及び地方消費税額を含む）

５　参加資格要件
　本募集に参加できる者は、次の要件に該当する事業者とする。　
　⑴　地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定のいずれにも該当していないこと。なお、同条第１項の規定については「当該入札」を「当該業務」に読み替える。

⑵　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づき再生手続開始の申し立てがなされている者でないこと。

⑶　文書管理システムに関する十分な能力を有し、他の地方公共団体で５年以上の安定稼働の実績を有すること。
⑷　和光市文書管理システム賃貸借事業要求仕様書兼確認書のうち、機能要件の必須項目に記載する全ての要件を満たすシステムを提供できること。
６　審査及び業者選考
　⑴　和光市文書管理システム賃貸借業者の審査について

　　①　プロポーザルにおいて、提出書類の内容及びプレゼンテーションによる補足説明と

　　　提案内容に係る見積額を評価し、新たなシステムとして最も適した提案を選考し、所

　　　要の手続きを経て事業者を決定する。

　　②　プロポーザルの趣旨から、要求仕様を満たし、かつ操作性及び拡張性に優れた提案　　　に対する評価を重視するものであるが、提案内容に見合った費用であるかどうか、また、実装後の維持管理に係る経費について適正かどうかも評価項目とする。業者選考に係る審査は、和光市文書管理システム賃貸借業者選考委員会が別に定める評価基準により行う。　

　　③　５の要件を満たす参加希望の数が３者を超えた場合、企画提案書及び見積書等の提出書類を基に第１次業者選考を行い、プレゼンテーションを行うものを３者とする。なお、５の要件を満たす参加希望の数が３件を超えない場合は、５の要件を満たす参加表明書を提出したすべての業者から選考とする。
　⑵　入選者の決定

　　①　委員会は、プレゼンテーション及び企画提案書、見積書等の総合評価を行い、本事

　　　業に最も適した提案者１社を決定する。

　⑶　結果の通知

　　①　審査結果は、すべての参加事業者に文書で通知する。また、審査経過については、

　　　いかなる問合せにも応じない。

７　契約の締結 

　賃貸借契約期間は、契約締結日から令和１２年１１月３０日までとし、６により選考した者と契約締結の交渉を行う。契約交渉が不調のときは、順位付けを行った上位の者から順に契約締結の交渉を行う。この事業者の選定については、令和７年度予算について和光市議会の議決を得られることを条件として実施するため、当該予算の内容が変更された場合又は当該予算が議決されなかった場合には、契約内容の変更、契約の延期又は契約の取り止めを行う場合がある。この場合において、契約候補者に不利益が生じたとしても、市は責めを負わない。
※希望があれは当該事業者が別途選定した賃貸借事業者を加えた三者契約（第三者賃貸方式）とすることができる。
８　参加手続及び提出書類

⑴　本募集に参加しようとする事業者は、受付期間中に次の提出書類をデータ及び書類で事務局に提出し、業務内容に関する提案をすること。
①　参加表明書
②　企画提案書
③　見積書
④　和光市文書管理システム賃貸借事業要求仕様書兼確認書

⑤　他自治体の地方公共団体の実績　
⑵　提出先 

　事務局　〒３５１－０１９２　和光市広沢１－５
和光市総務部総務課
　⑶　提出方法
　　事務局に直接提出する方法又は郵送による方法とする。ただし、データについては、メールを利用して差し支えない。

⑷　受付期間 

①　受付日　令和６年１１月１９日から令和６年１２月３日（必着）
②　受付時間　午前９時から午後５時１５分まで。　

　⑸　作成要領

　　①　参加表明書

　　　別添様式のとおり

　　②　企画提案書

　　　各提案業者の比較を容易にするため、以下の項目を提案すること。なお、様式は任意のものとする。

　ア　会社概要（主な開発実績、他区市町村への納入実績、サポート拠点等）

　イ　システムの機能、特長について

　ウ　ハードウェア、ネットワークの構成について

　エ　事業スケジュール（令和７年１２月１日本稼動を実現するスケジュール）

　オ　データの作成方法（データ作成において必要な作業等、当市担当職員の負担についても提示すること）
　カ　セキュリティ（アクセス権限管理、各種ログの管理などシステムセキュリティ対策）
　キ　バックアップ（システム、データベースのバックアップに対する考え方、手法等）
　ク　運用、保守、サポート体制（通常のソフト及びハード保守に関するサービス体制　　

　　に加え、操作教育、稼動後の操作支援、障害発生による緊急時の対応、法改正に伴うシ

　　ステム修正等のバージョンアップに対する考え方や費用についても考慮の上、掲示する

　　こと)
　ケ　その他当市の文書管理システムに対する提案

　　③　見積書

　　　貴社の提案を実現するためのすべての経費について、見積書を作成すること。

なお、追加・別途の経費が発生しないよう慎重に見積額を提示すること。見積書の書式及び各項目についての様式は自由であるが、下記に定める経費項目に留意して　　　　消費税等込みの金額を記載の上、提出すること。

ア　環境構築経費
環境構築費用については、当初カスタマイズ費用等実装に当たり必要となる全ての経費を見積り、追加・別途の経費が発生しないよう慎重に見積ること。ただし、履行期間の契約形態について、「三者契約」を希望する場合は、賃貸借料率をかみ乗じた見積額を提示すること。様式は自由であるが、下記項目に留意すること。

　　　　・ソフトウェア（ライセンスを含む）　

基本ソフト（パッケージシステム稼動に必要なライセンスソフト、ライセンスソフトの更新費用）の費用及び業務ごとのアプリケーションソフトの費用

　　　　・搬入、現調、設定等

　　　　　機器搬入費、現地調整、基本ソフトウェアのインストール、調整など、システムを動作させる為の環境を整える作業に要する費用

　　　　・カスタマイズ

　　　　　カスタマイズが必要な際は、金額を算出し記入すること。

　　　　・研修

　　　　　稼動までの職員への操作研修費用。

　　　　・その他

　　　　　一時経費に関して見積りにおいて他に該当する項目が無く、かつ必要な場合提示すること。
　イ　維持経費

　　　　　運用開始後の年間保守・運用経費について見積ること。また、賃貸借契約もしくはリース契約等の希望がある場合、希望する契約形態で見積ること。
　　　　　・ソフトウェア保守（ライセンス含む）

　　　　　　システム運営が安定かつ円滑に行われる為のシステム運用支援費用。基本ソフト（パッケージシステム稼動に必要なライセンスソフト、ライセンスソフトの更新費用）の保守費用。アプリケーションソフトの保守費用。バージョンアップ、法令改正や制度改正等への対応費等、別途必要な費用。

　　　ウ　総事業経費

　　　　　上記ア（環境構築費用）とイ（維持費用）を合算したもの。これに加えて、１年間の支払い額、１ヶ月の支払い額についても併記すること。
　　　　　リース契約を希望する場合は、５年間のリース契約とした場合の明細を添付すること。

　　④　和光市文書管理システム賃貸借事業要求仕様書兼確認書

別添の要求仕様書に定められた項目について、貴社が推奨する文書管理システムで対応ができるかどうか、状況を記入して提出すること。

⑹　特記事項
　　①　提出書類のうち、紙媒体のものはそれぞれ、正本１部、副本７部を提出すること。また、提出された一切の書類に関しては、プレゼンテーションに参加する５日以上前に文書で辞意の表明を受け、当市がこれを承認した場合を除き、原則として返却しないものとする。
　　②　提出書類のうち見積書については、履行期間（５年間）に要する総額を提出し、システムのそれぞれの機能又は構築作業等の費用の内訳を示すこと。また、参加者から仕様書に定める機能以外の提案がある場合には、提案に要する費用であることを明示した上で見積金額に含めること。
　　③　提出書類のうち独自提案書については、本事業に係るもので参加者からの独自の提案がある場合は、当該提案内容が分かる資料等を任意の様式で提出するものとする。なお、プレゼンテーションの内容と重複することについては、差し支えない。
④　本事業の契約候補者が決定し、当該契約候補者と和光市が本事業の契約を締結したときは、当該契約候補者が選考に利用した応募書類の著作権（著作権法第２７条及び第２８条を含む。）を、市に全部譲渡するものとする。
　　⑤　提案書を提出した場合は、参加者は、本実施要領に記載された全ての事項に同意したものとする。
　　⑥　提案に係る一切の費用については、全て参加者の負担とする。

⑦　次のいずれかに該当する提案は、無効とする。
　　　ア　この要領の定めに反する者が提案を行った場合
イ　虚偽の提案を行った場合
９　質疑応答
企画提案書等の作成に当たり質問がある場合は、以下により質疑を行うこと。なお、提出期限後の質問、電話での質問などについては、受付けないものとする。

　⑴　提出方法

　　本募集に関する質問事項がある場合は、令和６年１１月１１日までの間に事務局までメールで問い合わせるものとする。この場合において、質問事項は簡潔及び明瞭なものとなるように努め、件名は【文書管理システム事業者募集に係る質問】とすること。
　⑵　回答方法

　　質問事項に対する回答は、令和６年１１月１８日までに質問事項及びその回答の内容を全ての参加者に通知するものとする。
１０　選考方法
1 概要
提出書類に対する書類審査及びプレゼンテーションによる審査のほか、見積書に対する評価等によってその内容を総合的に評価するプロポーザル方式による審査を行い、最高得点を獲得した事業者を入選者とし、次点の事業者を次点の入選者として選定するものとする。また、参加表明者が４者以上の場合は、プレゼンテーションに先立ち６―⑴―③のとおり一次選考を行い、その結果を通知するものとする。
⑵　プレゼンテーション

企画提案書の内容を具体的に説明する場として、次のとおりプレゼンテーションを実施する。なお、場所及び日時については別途通知する。（令和７年１月を予定）
1 プレゼンテーションの時間は準備及び片付けを含め６０分以内とする。
（時間配分の目安：準備５分、説明４０分、質疑応答１０分、片付け５分）

②　貴社からのプレゼンの参加者は、３人以内とする。

③　パソコン等を用いた説明を行う場合は、提案者側で機器を用意すること。

④　当日の説明資料がある場合は、７部用意すること。

5 　あいさつ、会社紹介等も説明時間に含めるので、形式的なものは省略して構わない。
⑶　採点方法
1 任意項目
　　　標準機能１項目当たり０．０８点とし、最高得点を１９．８４点とする。
2 見積額
　　　最低価格の事業者を４０点とし、その他の事業者は、最低価格との差額に応じて４０点から減点する。得点は小数点以下第３位を四捨五入する。
3 企画提案書
　　　各評価項目を５段階評価の２０点満点とし、全委員の平均点を得点とする。得点は小数点以下第３位を四捨五入する。

4 プレゼンテーション
　　　各評価項目を５段階評価の合計４０点を２分の１とした２０点満点とし、全委員の平均点を得点とする。得点は小数点以下第３位を四捨五入する。
4 審査結果の通知
　　一次選考があったときは、その結果を令和６年１２月２７日までに参加者全員に文書で通知する。
　　また、最終選考の結果は令和７年２月２８日までに、最終選考者全員に文書で通知する。
　⑸　契約の締結
　　①　契約候補者として選定された者と契約締結の交渉を行う。ただし、契約交渉が不調のときは、次席者と契約締結の交渉を行う。
②　契約に係る業務内容については、「和光市文書管理システム賃貸借仕様書」を基本とし、プロポーザルにおける提案内容を反映したものとする。
③　契約手続きに係る詳細については、和光市契約規則に従い取り扱うものとする。また、契約の締結における支払いは、見積もりの総額を５年間で均等に分割し、年度ごとに保守等を含めた賃貸借料として月額で支払うことを想定している。
１１　提案の辞退
提案を辞退する場合は、令和６年１１月２９日午後５時１５分までに、辞退届（様式自由）を対応窓口に提出すること。

１２　提案の無効

次のいずれかに該当する提案は無効とする。

　⑴　提出期限に遅れたとき
　⑵　本要領及び要求仕様書の条件を満たさないとき
　⑶　虚偽の内容が記載されていたとき
　⑷　見積金額が不明なとき、または積算根拠が不明確なとき
　⑸　審査の公平性を害する行為があったとき
⑹　審査者が提案上限の超過あるいは著しく低い金額での提案によって公正な競争が困難と認めたとき
⑺　上記各号に該当するほか、プロポーザル等の中で著しく信義に反するものと審査者　が認めたとき
１３　その他の留意事項

⑴　提案者は、本件に関して当市が提供した情報等を本件の提案以外に使用し、又は第　　　三者に開示若しくは漏えいしてはならないものとし、そのために必要な措置を講じる　　　こと。なお、提案が採択されない場合においても同様の扱いとすること。

⑵　企画提案に係る一切の費用は提案者の負担とし、当市は一切負担しない。

⑶　企画提案書等の提出書類は、提出後の内容の追加や変更は原則として認めない。

⑷　提出された企画提案書等は、本プロポーザル以外には使用しないが、和光市情報公　　　開条例に基づく公文書として取扱う。(ただし、公開によりその者の権利、競争上の地位その他利益を害すると認められる情報がある場合は、本企画提案書の提出時に、文書により申し出ること。なお、本プロポーザルの受託候補者選考前において、決定に影響が出るおそれのある情報については、決定後の公開とします。)

⑸　業者決定後、委員会は、業務の円滑かつ具体的な実施に向けて、提案内容の変更や　　　新たな提案を求める場合がある。さらに、委員会では選考された企画提案書を元に仕様書を作成できるものとする。

⑹　本実施要領配布後プレゼンテーション実施期間（事業者決定まで）は、当該システムを利用する部署への営業活動等の情報収集活動を禁止する。

⑺　提出された企画提案書等は、和光市文書管理システム賃貸借選考受託者を選考するための資料であり、提出された企画提案書等に関する著作権等の主張は認めない。

　⑻　プロポーザルに参加することにより知り得た事項（仕様書の内容を含む）については、いかなる理由があっても他に漏らしてはならない。
　⑼　審査結果については、入選者及び次点の入選者の総得点を公表するものとする。
　⑽　審査経過及び結果に対する意義申し立て等には一切応じない。
１４　対応窓口

　郵便番号　〒351-0192

　　住　　所　埼玉県和光市広沢１－５

　　所　　属　総務部総務課

　　担　　当　コンプライアンス担当

　　電　　話　０４８－４２４－９０８５

　　Ｆ Ａ Ｘ　０４８－４６４－１２３４

　　ｅメール　a0400@city.wako.lg.jp
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